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自治労がコロナ禍における医療従事者の実態を調査
離職防止、処遇改善、ハラスメント防止、感染症・災害への備えの確立が急務です
「休憩も十分とれない、とにかく現場は人手が不足」「仕事でもプライベートでも大きなストレス」
　自治労本部・衛生医療評議会が全国の公立・公的医療機関で働く組合員を対象に2021年11月～2022年1月に行ったアンケート調査の結果概要をお知らせします。

すべての医療従事者が働き続けられるために
　新型コロナウイルス感染症への対応が長期化する中で、医療従事者が働き続けられる職場環境の整備が急務となっています。
　公立・公的医療機関で働く医療従事者は、コロナ以前から圧倒的な人員不足の中で、24時間365日、地域医療を守るために奮闘してきました。
　公立・公的医療機関においてかねてより高い離職率を背景に、定年まで働き続けられる医療従事者はわずか一握りという過酷な労働環境にあります。このような状況にコロナ対応が加わり、過重労働だけでなく、医療従事者であることへの差別・偏見や、生活へのしわ寄せに苦しむ職員がいることも大きな課題となっています。

　アンケート結果からは、医療従事者の過酷な労働実態と、悪化するメンタルヘルスが明らかになりました。
　自治労本部・衛生医療評議会は、アンケート結果をもとに、公立・公的医療機関で働く職員の早急な労働環境の改善と人員確保を求めるとともに、働く者の立場からこれからの地域医療のあり方を提言していきます。

現場からの４つの提言
　　　　　　　　　医療従事者が働き続けられるためには夜勤負担の軽減は不可欠です。子育てや介護への対応だけでなく、定年の引き上げも見据えたとき、ライフステージに応じた夜勤体制の実現には、人員を確保することは避けられません。働き続けられる労働環境を整えることは、地域医療を守ることに直結しています。

　　　　　　　　　看護師の賃金改善は補助金や診療報酬の加算ではなく標準職務表の改善により看護師の上位級への昇格の道を開いていく必要があると考えます。
　　　　　　　　　かねてから、医療機関においては迷惑行為や悪質クレームといったカスタマーハラスメントの被害が指摘されてきました。衛生医療職場においても、約7割がカスハラを受けたことがあると回答しています（2020年自治労調査）。さらに、コロナ禍においては、医療従事者はいわれなき差別・偏見にさらされました。社会を挙げて解消・予防に向けた取り組みが求められています。
　　　　　　　　　今後いつ起こるかわからない感染症の大流行や頻発する災害に備え、地域医療の要となる公立・公的医療機関では、余力をもたせた人員配置や病床の確保など、体制整備が必要です。また、専門性を持った医療従事者の育成など、社会的共通資本である医療に対し、長期的な視点に立った投資が必要です。
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